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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 5,468,927 5,944,700 6,813,901 11,872,829 13,229,763 

経常利益 （千円） 337,472 366,295 402,394 919,160 1,005,640 

中間（当期）純利益 （千円） 283,720 197,969 267,034 633,530 578,768 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 222,700 222,700 222,700 222,700 222,700 

発行済株式総数 （株） 3,230,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 

純資産額 （千円） 3,938,213 4,421,963 5,007,122 4,287,715 4,802,900 

総資産額 （千円） 5,837,888 6,554,160 7,906,066 6,385,246 7,595,170 

１株当たり純資産額 （円） 1,219.45 1,369.45 1,550.67 1,326.10 1,486.04 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） 87.85 61.31 82.70 194.41 177.85 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― 18 18 

自己資本比率 （％） 67.5 67.5 63.3 67.2 63.2 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 350,801 289,793 312,090 1,039,000 1,085,205 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △312,259 △233,339 △1,003,371 △1,042,234 △1,031,325 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △38,645 △57,894 670,454 △39,109 △57,959 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 68,353 24,671 1,207 26,112 22,033 

従業員数 （名） 211 224 268 214 234 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） １．従業員数は、就業人員であります。 

  ２．従業員数が前期末に比べ、34名増加したのは、無菌包装米飯第二工場の増設によるものであります。   

(2）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 268 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国の経済は、地域、業種、企業間の格差はあるものの設備投資、個人消費に支えら

れ企業収益が改善し、景気は回復しつつあります。しかしながら、原油価格の動向が経済に与える影響に留意する

必要があると思われます。 

 このような状況の中で、当社は当中間会計期間において原油価格の高騰による製造コストの増加を吸収しつつ、

コスト削減を進めてまいりました。また、「安全で安心な食品を安定してお客様に提供する。また、地球環境にや

さしい事業活動を推進する。」ことを基本方針に、品質管理体制の強化、地球環境問題への取り組みを積極的に行

ってまいりました。 

 その結果、当中間会計期間の売上高は6,813,901千円（前年同期比14.6％増）、経常利益は402,394千円（前年同

期比9.9％増）となりました。また、投資有価証券売却益45,875千円を計上したことにより中間純利益は267,034千

円（前年同期比34.9％増）となりました。 

 部門別業績の概況は次のとおりであります。 

［即席麺部門］ 

 袋麺及び丼型カップ麺の受注が順調に推移したことにより、売上高は前年同期比6.5％増の3,873,411千円とな

りました。 

［米飯部門］ 

 トレー入りレトルト包装米飯及び無菌包装米飯第二工場の本稼動により受注が順調に推移し、売上高は前年同

期比21.7％増の2,610,768千円となりました。 

［その他］ 

 濃厚流動食は順調に推移しました。また昨年8月より生産を開始したＦＤ（フリーズドライ）カップスープ製

品についても受注が増加したことにより、売上高は前年同期比100.7％増の329,722千円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）については、前中間会計期間末残高

24,671千円に比べて23,464千円減少し、当中間会計期間末残高1,207千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、312,090千円の収入（前年同期比22,297千円の増加）となりました。これは主に、税

引前中間純利益が前年同期に比べ増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、1,003,371千円の支出（前年同期比770,031千円の増加）となりました。これは主に、

有形固定資産取得による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、670,454千円の収入（前年同期比728,349千円の増加）となりました。これは主に、短

期借入金の増加によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高（千円） 前年同期増減率（％） 

即席麺 3,879,394 6.5 

米飯 2,623,530 22.4 

その他 324,896 86.2 

合計 6,827,821 14.5 

事業部門 

受注高 受注残高 

金額（千円） 
前年同期増減率
（％） 

金額（千円） 
前年同期増減率
（％） 

即席麺 3,819,672 4.8 138,940 △15.2 

米飯 2,593,189 19.1 87,610 △28.0 

その他 318,107 93.2 23,186 3.8 

合計 6,730,969 12.5 249,738 △18.9 

事業部門 販売高（千円） 前年同期増減率（％） 

即席麺 3,873,411 6.5 

米飯 2,610,768 21.7 

その他 329,722 100.7 

合計 6,813,901 14.6 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

東洋水産株式会社 5,751,028 96.7 6,608,312 97.0 



３【対処すべき課題】 

 当社は食品に携わる企業として、社会的責任を自覚し、安全・安心な食品を提供することはもとより、法令を遵守

し、社会・消費者・株主・従業員に対して貢献できる会社を目指します。 

 また、品質・環境の統合マネジメントシステムを構築し、ＩＳＯ9001・ＩＳＯ14001の認証取得をしました。これ

らを活用し経営効率の向上につなげ、製品の安全、環境保全、資源の有効利用、省エネルギー、廃棄物のリサイクル

化等の品質管理・環境問題に対し、その有効性を継続的に改善してまいります。 

 今後、原油価格の動向次第により、包材、原材料等の価格に影響される中で、製造コストの更なる削減を進めてま

いります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

   当社の研究開発活動は、当社の主力製品であるレトルト食品類に関する新製品の開発を行っております。  

  主として、消費者の健康志向に対応すべく、栄養機能を付加した無菌包装米飯の開発と、手軽に楽しめるお粥の 

 開発を行っております。  

   現在、新製品の開発については、製品開発課の３名があたり、当中間会計期間における研究開発費は22,091千円 

 であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 （１）重要な設備の新設等 

       該当事項はありません。 

 （２）重要な設備の除却等 

       該当事項はありません。 

 （３）重要な設備計画の完了 

      当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった無菌包装米飯第二工場は、平成18年７月に完了 

     し、稼動を開始しております。 

       これにより、無菌包装米飯の生産能力は100％増加致しました。   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 11,500,000 

計 11,500,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年9月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,230,000 3,230,000 ジャスダック証券取引所 ― 

計 3,230,000 3,230,000 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
  （株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
   （千円） 

資本準備金残
高 
  （千円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
― 3,230,000 ― 222,700 ― 213,620 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東洋水産株式会社 東京都港区港南２丁目13番40号 1,672 51.76 

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋２丁目５番２号 121 3.74 

吉川紙業株式会社 福島県伊達郡桑折町大字成田字元宿２番地 76 2.35 

フクシマフーズ従業員持株会 
福島県伊達郡桑折町大字成田字二本木10番

地の１ 
53 1.64 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 50 1.54 

株式会社東邦銀行 

（常任代理人 日本マスタート

ラスト信託銀行株式会社） 

福島県福島市大町３番25号 

 （東京都港区浜松町2丁目11番3号） 

  

50 1.54 

株式会社トーモク 東京都千代田区丸の内２丁目２番２号 50 1.54 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１番１号 50 1.54 

加藤 忠 福島県伊達郡桑折町 37 1.14 

佐藤株式会社 福島県郡山市中町２番７号 37 1.14 

計 ― 2,196 67.99 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個） 

     含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       1,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   3,227,000 3,227 ― 

単元未満株式 普通株式       2,000 ― ― 

発行済株式総数            3,230,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,227 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数 

（株） 

他人名義所有 
株式数 

（株） 

所有株式数の 
合計 

（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フクシマフーズ㈱ 

福島県伊達郡桑折町 

大字成田字二本木 

10番地の１ 

1,000 ― 1,000 0.03 

計 ― 1,000 ― 1,000 0.03 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,815 1,741 1,690 1,651 1,648 1,612 

最低（円） 1,740 1,640 1,559 1,550 1,589 1,540 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表については中央青山監査法人の中間監査を受けております。また当中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表についてはあずさ監査法人の中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

 前中間会計期間   中央青山監査法人 

 当中間会計期間   あずさ監査法人  

 また、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については、中央青山監査法人とあ

ずさ監査法人の共同監査を受けております。 

  なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日をもって、法人名称をみすず監査法人に変更しております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金．   24,671     1,207     22,033     

２．売掛金   1,278,016     1,278,135     1,371,266     

３．たな卸資産   230,046     222,340     204,827     

４．ＣＭＳ預け金   532,803     －     529,409     

５．その他 ※２  62,048     165,793     53,390     

流動資産合計     2,127,586 32.5   1,667,476 21.1   2,180,929 28.7 

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 ※１           

(1）建物   988,626     1,781,650     968,526     

(2）機械及び装置   1,983,332     3,509,470     1,861,566     

(3）土地   467,508     467,569     467,569     

(4）建設仮勘定   557,513     58,590     1,677,429     

(5）その他   146,620     167,814     148,461     

有形固定資産合計   4,143,600   63.2 5,985,095   75.7 5,123,555   67.5 

２．無形固定資産   1,690   0.0 1,400   0.0 1,545   0.0 

３．投資その他の資産                     

(1）繰延税金資産   237,051     242,650     245,036     

(2）その他   44,231     9,444     44,102     

投資その他の資産
合計 

  281,283   4.3 252,094   3.2 289,139   3.8 

固定資産合計     4,426,574 67.5   6,238,590 78.9   5,414,240 71.3 

資産合計     6,554,160 100.0   7,906,066 100.0   7,595,170 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．買掛金   838,739     847,314     913,799     

２．関係会社短期借入金   －     728,380     －     

３．未払金   332,279     288,064     745,946     

４．未払法人税等   121,428     176,861     232,273     

５．その他 ※２  253,260     270,433     305,128     

流動負債合計     1,545,706 23.6   2,311,054 29.2   2,197,148 28.9 

Ⅱ 固定負債            

１．退職給付引当金   584,247     586,446     591,565     

２．役員退職慰労引当金   2,243     1,443     3,555     

固定負債合計     586,490 8.9   587,889 7.5   595,121 7.9 

負債合計     2,132,197 32.5   2,898,944 36.7   2,792,270 36.8 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）            

Ⅰ 資本金     222,700 3.4   － －   222,700 2.9 

Ⅱ 資本剰余金            

１．資本準備金   213,620     －     213,620     

資本剰余金合計     213,620 3.3   － －   213,620 2.8 

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金   37,500     －     37,500     

２．任意積立金                     

   別途積立金   3,590,000     －     3,590,000     

３．中間（当期）未処分
利益 

  358,168     －     738,968     

利益剰余金合計     3,985,668 60.8   － －   4,366,468 57.5 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    696 0.0   － －   834 0.0 

Ⅴ 自己株式     △722 △0.0   － －   △722 △0.0 

資本合計     4,421,963 67.5   － －   4,802,900 63.2 

負債資本合計     6,554,160 100.0   － －   7,595,170 100.0 

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   222,700 2.8   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     213,620     －     

 資本剰余金合計     － －   213,620 2.7   － － 

 ３．利益剰余金             

(1）利益準備金   －     37,500     －     

(2）その他利益剰余 
金 

                    

   別途積立金   －     4,110,000     －     

   繰越利益剰余金   －     423,400     －     

 利益剰余金合計     － －   4,570,900 57.8   － － 

 ４．自己株式     － －   △722 △0.0   － － 

  株主資本合計     － －   5,006,497 63.3   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価
差額金 

    － －   624 0.0   － － 

  評価・換算差額等合計     － －   624 0.0   － － 

  純資産合計     － －   5,007,122 63.3   － － 

  負債純資産合計     － －   7,906,066 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,944,700 100.0 6,813,901 100.0   13,229,763 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,458,137 91.8 6,253,204 91.8   11,972,886 90.5

売上総利益     486,562 8.2 560,696 8.2   1,256,877 9.5

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    125,577 2.1 156,715 2.3   260,194 2.0

営業利益     360,985 6.1 403,981 5.9   996,682 7.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   8,796 0.1 8,912 0.2   16,231 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   3,487 0.0 10,498 0.2   7,274 0.1

経常利益     366,295 6.2 402,394 5.9   1,005,640 7.6

Ⅵ 特別利益 ※３   5,424 0.0 45,875 0.7   5,424 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４   42,010 0.7 8,740 0.1   49,339 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

    329,709 5.5 439,529 6.5   961,725 7.3

法人税、住民税
及び事業税 

  118,130   167,003 386,657   

法人税等調整額   13,609 131,740 2.2 5,490 172,494 2.6 △3,700 382,957 2.9

中間（当期）純
利益 

    197,969 3.3 267,034 3.9   578,768 4.4

前期繰越利益     160,199 －   160,199 

中間（当期）未
処分利益 

    358,168 －   738,968 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金  

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計  

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

 平成18年３月31日残高 

 (千円) 
222,700 213,620 213,620 37,500 3,590,000 738,968 4,366,468 △722 4,802,065 

中間会計期間中の変動額          

  別途積立金の積立 

 （注）  
        520,000 △520,000 －    －  

  剰余金の配当(注）           △58,122 △58,122   △58,122 

  役員賞与(注）           △4,480 △4,480   △4,480 

  中間純利益           267,034 267,034   267,034 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                  

 中間会計期間中の変動額

合計（千円） 
－  －  －  －  520,000 △315,567 204,432 －  204,432 

 平成18年９月30日残高  

（千円） 
222,700 213,620 213,620 37,500 4,110,000 423,400 4,570,900 △722 5,006,497 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

 平成18年３月31日残高 

 （千円) 
834 834 4,802,900 

 中間会計期間中の変動額    

  別途積立金の積立 

 （注）  
    －  

  剰余金の配当(注）     △58,122 

  役員賞与(注）     △4,480 

  中間純利益     267,034 

  株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△209 △209 △209 

 中間会計期間中の変動額

合計 （千円） 
△209 △209 204,222 

 平成18年９月30日残高  

 （千円） 
624 624 5,007,122 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  329,709 439,529 961,725

減価償却費   206,921 288,533 434,484

受取利息及び受取配
当金 

  △2,206 △248 △3,291

支払利息   － 1,161 －

投資有価証券売却益   － △45,875 －

有形固定資産売除却
損 

  42,010 8,740 49,339

売上債権の減少額
（△増加額） 

  △33,679 93,131 △126,929

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  △350 △17,512 24,868

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  △15,263 △66,485 59,796

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

  5,445 △5,119 12,764

役員退職慰労引当金
の減少額 

  △40,378 △2,112 △39,065

未払消費税等の増加
額（△減少額） 

  14,461 △46,492 46,492

その他の流動資産の
減少額（△増加額） 

  △12,841 △119,004 5,816

その他の流動負債の
増加額 

  10,405 11,797 34,877

役員賞与の支払額   △5,740 △4,480 △5,740

小計   498,494 535,563 1,455,137

利息及び配当金の受
取額 

  2,208 248 3,294

利息の支払額   － △1,161 －

法人税等の支払額   △210,909 △222,559 △373,225

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  289,793 312,090 1,085,205

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △732,432 △1,617,561 △1,533,584

有形固定資産の売却
による収入 

  5,581 815 5,763

投資有価証券の売却
による収入 

  － 83,375 －

貸付けによる支出   △1,750,731 － △3,952,525

貸付金の回収による
収入 

  2,244,243 － 4,449,020

ＣＭＳ預け金の純増
減額 

  － 529,409 －

その他   － 590 －

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △233,339 △1,003,371 △1,031,325

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

関係会社短期借入金
の純増減額 

  － 728,380 －

配当金の支払額    △57,894 △57,926 △57,959

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △57,894 670,454 △57,959

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額 

  △1,441 △20,825 △4,079

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  26,112 22,033 26,112

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※ 24,671 1,207 22,033

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）たな卸資産 

 月次移動平均法による原価法

によっております。 

(1）たな卸資産 

同左 

(1）たな卸資産 

同左 

 (2）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

(2）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

(2）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     15年～31年 

機械装置   ９年～16年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 ３ 引当金の計上基準 (1）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。  

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。数理計算上の差異は各事

業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。  

(1）退職給付引当金 

          同左 

  

(1）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。数理計算上の差異は発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

 (2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

(2）役員退職慰労引当金 

同左 

(2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左        同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理について 

同左 

消費税等の会計処理について 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

      ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月

９日企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。なお、当中間

会計期間末における従来の表示によ

る資本の部の合計に相当する額は、

純資産の部の合計と一致しておりま

す。  

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

         ―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  

  

  

  

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

「貸付による支出」「貸付金の回収による収入」は期間

が短く、かつ、回転が速い項目に係るキャッシュ・フロ

ーであるため、「ＣＭＳ預け金の純増減額」として純額

で表示することといたしました。 

  なお、当中間会計期間の「貸付による支出」は 

△690,430千円、「貸付金の回収による収入」は

1,219,840千円であります。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      3,824,919千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      4,246,869千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      4,023,274千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び預り消費税

等は、相殺のうえ、流動負債

「その他」に含めて表示して

おります。 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び預り消費税

等は、相殺のうえ、流動資産

「その他」に含めて表示して

おります。 

※２   ―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,199千円 受取利息 240千円 受取利息 3,278千円

※２   ―――――― ※２ 営業外費用の主要項目 ※２   ―――――― 

     支払利息 1,161千円      

※３ 特別利益の主要項目 

役員退職慰労引当金戻入益 

5,424千円 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 

     45,875千円 

※３ 特別利益の主要項目 

  役員退職慰労引当金戻入益 

            5,424千円  

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 42,010千円 固定資産除却損 8,740千円 固定資産除却損 49,339千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 206,776千円 

無形固定資産 144千円 

有形固定資産 288,388千円

無形固定資産 144千円

有形固定資産 434,194千円

無形固定資産 289千円

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式  3,230 － －  3,230 

合計 3,230 － －  3,230 

 自己株式         

   普通株式  1 － －  1 

合計 1 － －  1 



 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 58,122 18.0  平成18年３月31日  平成18年６月27日

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 24,671千円 

現金及び現金同等物 24,671千円 

現金及び預金勘定 1,207千円

現金及び現金同等物 1,207千円

現金及び預金勘定 22,033千円

現金及び現金同等物 22,033千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理は行っておりません。 

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、下記の基準によっております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行います。 

② 50％未満30％以上下落したものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格との乖離

状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判断し、回復

可能性のないものについて減損処理を行います。 

２ 時価評価されていないその他有価証券 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①       ―――――― ① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 11,973 11,024 949 

合計 11,973 11,024 949 

 
取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具備品 6,837 6,457 379

合計 6,837 6,457 379

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

  （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額  ②       ―――――― ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 949千円

１年超 － 

合計 949 

 １年内      379千円

１年超 － 

合計 379 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 912千円

減価償却費相当額 912 

支払リース料   379千円

減価償却費相当額 379 

支払リース料      1,482千円

減価償却費相当額 1,482 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  取得原価（千円）  中間貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

株式  352 1,509 1,157 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 39,001 



当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理は行っておりません。 

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、下記の基準によっております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行います。 

② 50％未満30％以上下落したものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格との乖離

状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判断し、回復

可能性のないものについて減損処理を行います。 

２ 時価評価されていないその他有価証券 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理は行っておりません。 

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、下記の基準によっております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行います。 

② 50％未満30％以上下落したものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格との乖離

状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判断し、回復

可能性のないものについて減損処理を行います。 

２ 時価評価されていないその他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

  取得原価（千円）  中間貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

株式  352 1,389 1,037 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 1,501 

  取得原価（千円）  貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

株式  352 1,738 1,385 

  貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 39,001 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日  

  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く 

 利用しておりませんので、該当事項 

 はありません。 

        同左 

  

  

        同左 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は関連会社がないため記載し

ておりません。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,369.45円         1,550.67円         1,486.04円 

１株当たり中間（当期）純

利益 

61.31円      82.70円       177.85円 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、潜在株式がないため記

載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、潜在株式がないため記

載しておりません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純利益（千円） 197,969 267,034 578,768 

普通株主に帰属しない金額    ― ―  4,480 

利益処分による役員賞与（千円）    （―） （―）    （4,480）

普通株式に係る中間（当期）純利益(千円) 197,969 267,034 574,288 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,229,000 3,229,000 3,229,000 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第50期) 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月27日 

東北財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月８日

フ ク シ マ フ ー ズ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフクシマフーズ株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、フクシ

マフーズ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 河 村   勝 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月15日

フクシマフーズ株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 池 谷 修 一 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 宮 原 正 弘 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフクシ

マフーズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、フクシマフーズ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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